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市民がつくる「脱原子力政策大綱」 
第5章「原発ゼロ社会への行程」の構成 

5-1 原発ゼロ社会への行程の基本的アウトライン 

5-2 国民的合意形成と 
  政策決定プロセス 

5-3 東京電力の破綻処理と 
  福島原発事故に関する   
 損害賠償、事故処理体制  
 の確立 

5-4 福島原発事故以外の
事故に対応するための損
害賠償制度の見直し 

5-5 東京電力以外の事業者がもつ原子力発電関連設備
の廃止と立地自治体の自立支援 

5-6 持続可能な社会を実現するエネルギーシステムへ
の転換 

5-7原発輸出と国際的責任 
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現行のエネルギー政策に関する法制度 

 エネルギー政策基本法(エネルギー基本計画) 
 原子力基本法(原子力政策大綱) 
 電気事業法(電力供給計画ほか) 
 電源三法 

 電源開発促進税法 
 特別会計に関する法律（旧 電源開発促進対策特別会計法） 
 発電用施設周辺地域整備法 

 原子力損害賠償法 
 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 
 核燃料サイクル開発機構法 
 原子力委員会設置法 
 原子力災害対策特別措置法 
 原子力損害賠償支援機構法(2011年8月施行) 
 放射性物質汚染対処特措法(2012年1月施行) 
 原子力規制委員会設置法(2012年9月施行) 
 その他 
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現行のエネルギー政策に関する法制度の問題点 

 「エネルギー基本計画」の見直し ⇒ 持続可能なエネルギーシステムへの転換？ 
 2011年10月～2012年末まで基本問題委員会で検討し、中断 
 民主党政権「エネルギー・環境会議」により、2012年夏の「国民的議論」 
 2012年9月「革新的エネルギー・環境戦略」閣議決定⇒ゼロベースで見直す(自民党政権) 
 総合資源エネルギー調査会： 基本政策分科会で2013年末まで検討 
 パブコメ(2014年1月)：1万9千件、自民党などから異論 
 関係閣僚会議(原子力、最終処分)、与党協議 ⇒ 閣議決定(2014年4月11日) 
 

 「電気事業法」の改正 ⇒ 本格的な発送電分離を含む電力システム改革？ 
 電力システム改革の基本方針(2013年4月閣議決定)の第一段階(広域系統運用推進機関など) 
 電事法改正(2013年11月国会で成立) ⇒ 広域的運営推進機関の設立など 
 電事法改正法案(2014年2月閣議決定) ⇒ 電気小売業への参入の全面自由化など 

 
 「原子力損害賠償法」の見直し ⇒ 被害者の保護を最優先に 

 「原子力損害賠償支援機構法」(2011年施行) 附則で「原子力損害賠償法」の見直し明記 
 「原子力損害賠償法の今後についての検討」 
 「原子力損害賠償支援機構法」に基づく東京電力への交付金による支援(5～10兆円規模に) 
 NGO5団体による共同提言「被害者保護を最優先した原賠法改正を求める」 

http://www.isep.or.jp/library/4568  
 

 その他にも多数の法制度や行政組織などの見直しが必要。 
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電力需給、立地自治体や電力会社経営などへの対応 

 原発稼働ゼロでの電力需給 
 原発稼働ゼロでのピーク時の供給力：揚水、火発点検時期、再エネ評価 
 電力需要のピーク時のスマートな抑制 

 原発ゼロの経済影響評価 
 原発稼働ゼロの化石燃料コスト： 価格高騰、円安の影響大 
 原発の維持コスト： 安全対策費用、防災対策費用、40年廃炉? 
 原発の廃炉コスト： 積立金不足、廃炉会計の変更 
 原発稼働時の事故リスク評価： 原子力損害賠償制度の見直し 
 使用済み核燃料の中間貯蔵・処理コストおよびリスク評価：  

 電力会社の経営問題 
 東京電力の破綻処理 ⇒ 国やメーカー・金融機関の責任、破たん処理 
 電力各社の経営問題：再稼働、安全対策、電力システム改革との関係 
 原子力損害賠償制度と原子力損害賠償支援機構：保険制度、負担金など 
 原発の廃炉措置・使用済み核燃料に関する会計処理：廃炉会計、除却損など 

 立地自治体や関連産業への経済影響：影響評価、支援措置、自立への道(支援策) 
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国民的合意形成と政策決定プロセス 

 「エネルギー・環境の選択肢」に関する国民的議論(2012年夏)の評価 
 新しい「エネルギー基本計画」(2014年4月閣議決定)の決定プロセス 
 国レベルの合意プロセス 

 行政組織・法制度 
 選挙制度 
 司法制度 

 自治体レベル(立地、周辺地域)の合意プロセス 
 市民レベルの合意プロセス(NGOなどの取組み) 
 学会レベルの研究プロセス・合意プロセスなど 
 産業界など各業界での合意プロセス 
 マスメディア(テレビ、新聞、雑誌など)の影響など 
 教育制度のあり方 
 インターネットなどのソーシャルメディアの影響 
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原子力市民委員会 緊急声明(2013年12月18日) 
政府は原発ゼロ社会の実現をめざし、民意を反映した 
新しい「エネルギー基本計画」を策定せよ 

 策定プロセスの問題点～「原発ゼロ社会」へ
の国民の意思を無視 

 計画案の内容の問題点 
 エネルギー政策における原子力の位置付けの幻想 
 核燃料サイクル政策の継続は困難 
 福島原発事故による深刻な被害の認識が不十分 
 原子力規制委員会の新規制基準の下で安全性は確保で
きない 

 福島原発事故に関する国と事業者の責任を明確にすべき 
 原子力損害賠償制度の見直しを先送りしている 
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市民がつくる「脱原子力政策大綱」より 
原発ゼロ社会を実現する法制度案 

脱原子力基本法 

脱原子力基本計画 

原子力災害復興基本法 

原子力損害賠償法 

現状の法制度 原発ゼロ社会を実現する法制度案 

エネルギー転換基本法 エネルギー政策基本法
(エネルギー基本計画) 

原子力基本法 
(原子力政策大綱) 

原子力損害賠償
支援機構法 

エネルギー転換基本計画 

原子力災害対策
特別措置法 

電源三法 

改正「原子力損害賠償法」 

福島原発事故賠償・復興税法 

脱原子力・エネルギー転換税法 

原子力規制委員会設置法 

放射性物質汚染
対処特措法 

存続 

新除染法 

廃止 

原子力市民委員会(CCNE) 

8 



市民がつくる「脱原子力政策大綱」より 
国民的合意形成による政策決定プロセス 

国民的議論(2012年) 

革新的エネルギー・環境戦略(2012年) 

エネルギー・環境会議(国家戦略室) 

検証会合 

総合資源エネルギー調査会(経産省) 

基本政策分科会(2013年) 

エネルギー基本計画(2014年) 

公共政策関与集団 
(地方自治体、市民団体、
生協、宗教団体、農林漁業
団体、観光協会、商工団体、
労働組合、学会、医師会、
弁護士会、福島県住民、原
発立地周辺地域住民など) 

脱原子力政策大綱(2014年) 

原発ゼロ検討調査会(国会) 

国民的議論の実施 
脱原子力・エネルギー転換戦略 

脱原子力・エネルギー転換戦略本部 

脱原子力基本法 

脱原子力基本計画 

エネルギー転換基本法 

エネルギー転換基本計画 

意見 

立法、検証 情報 
公開 

現状 

原子力市民委員会(CCNE) 9 



日本の電力供給の推移 
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出所：電気事業便覧などからISEP推計 

原発への依存等により、自然エネルギーの発電量の比率は10%で停滞してきた。 

2013(C)環境エネルギー政策研究所 



「原発ゼロ」とエネルギー転換 
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「原発ゼロ」 
の実現 

エネルギー転換 

• 省エネルギーの本格的推進 
• 化石燃料依存からの脱却 
• 本格的な気候変動政策 
• 電力システム改革 
• 再生可能エネルギーの本格

的導入 
• 国民的合意形成プロセス実現 



2013(C)環境エネルギー政策研究所 12 

出典：NREAP, http://ec.europa.eu/energy/renewables/transparency_platform/action_plan_en.htm 
        EU Market observatory & Statistics http://ec.europa.eu/energy/observatory/statistics/statistics_en.htm  
        EurObserv‘ER http://www.eurobserv-er.org/  

14% 

27% 
39% 

26% 

40% 

■欧州はEU指令により国別の目標計画(NREAP)を策定 
■日本もドイツ等に匹敵する目標を掲げることを提言 

2000年の実績値 
2011年の実績値 
2020年の目標値 

自然エネルギーの導入目標(電力,2020年) 

31% 
2030年 
30%？ 

52% 

http://ec.europa.eu/energy/renewables/transparency_platform/action_plan_en.htm
http://ec.europa.eu/energy/observatory/statistics/statistics_en.htm
http://www.eurobserv-er.org/


2014(C)環境エネルギー政策研究所 
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図：ドイツの再生可能エネルギー電力量 

■EEG法が2000年より施行され、自然エネルギー比率が2013年には約24%に達する。 
■2004年よりEEG法が改正され、太陽光発電が急拡大。 2012年の投資額195億ユーロ 

風力: 5.1倍 
2000年：  6,097MW 
2012年：31,315MW 

太陽光： 430倍 
2000年：      76MW 
2012年：32,643MW 

バイオマス：6.6倍 
2000年：1,164MW 
2012年：7,647MW 

設備容量の増加率 

ドイツ：EEG法(再生可能エネルギー法)の成果 

2004年：16万人 
2007年：28万人 
2009年：34万人 
2010年：37万人 
2011年：38万人 
2012年：38万人 

雇用への効果： 

太陽光：12.5万人 
風力：11.8万人 
バイオマス：12.9万人 

Energiewende 

2050年 80% 
2030年 50% 
2020年 35% 

24% 

目標 

エネルギー転換 



持続可能な社会を実現する 
エネルギーシステムへの転換 

原子力市民委員会(CCNE) 
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再生可能エネルギー 

化石 燃料 

原子力発電 

福島原発事故前 
福島原発事故後 
(移行期) エネルギー転換期 

再生可能 
エネルギー 

化石 燃料 

再生可能エネルギー 

化石燃料 

長期的な 
エネルギー 
転換 



【環境エネルギー政策研究所 ブリーフィングペーパー】 
 エネルギー基本計画への政策提言 

 構造的欠陥を踏まえた現実的な政策提言 

環境エネルギー政策研究所(ISEP) 
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環境エネルギー政策研究所ブリーフィングペーパー：http://www.isep.or.jp/library/5708  

持続可能なエネルギーシフトのイメージ図 

第1章 エネルギー基本計画の「基本問題」 
第2章 「リアリティと危機感」の欠落  
第3章 混乱・混沌の「今」から「原発ゼロ」の未来へ 
第4章 持続可能なエネルギー社会像 

参考 

http://www.isep.or.jp/library/5708


大阪府市エネルギー戦略会議:2013年5月 
「大阪府市エネルギー戦略の提言」 
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参考 

冨山房インターナショナル 
2013年11月 

原発ゼロを想定したエネルギー戦略の工程表を提言 



国会エネルギー調査会(準備会) 

17 

 超党派議連「原発ゼロの会」と「国会エネルギー調査会
準備会有識者チーム」が共同開催(2012年4月から39回) 

 アーカイブ： http://www.isep.or.jp/library/5024  

参考 

http://www.isep.or.jp/library/5024


 ２０３０年までのエネルギー・環境政策の選択のための論点 
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出典：エネルギーシナリオ市民評価パネル(2012) 
http://www.facebook.com/enepane 

3つの限界と制約 
• 原発 
• 気候変動 
• 化石燃料 

(2012/8) 

エネルギーシナリオ市民評価パネル 
(eシフト：脱原発・新しいエネルギー政策を実現する会) 
エネルギー・環境のシナリオの論点 

参考 

http://www.facebook.com/enepane


自然エネルギー白書2014 

 第1章.国内外の自然エネルギーの動向 
 世界の自然エネルギーの動向 

 日本の自然エネルギー政策と市場 

 日本の自然エネルギー・トレンド 

 長期シナリオ～自然エネルギー100%を目指して 

 地域の自然エネルギー導入実績とポテンシャル 

 自然エネルギー政策への提言 

 第2章.国内の自然エネルギー政策の動向 
 エネルギー政策のゆくえ 

 固定価格買取制度(FIT) 

 コミュニティパワー 

 自然エネルギー市場 

 自然エネルギー産業 

 自然エネルギー金融 

 自然エネルギー普及策 
 

 

 第3章.これまでのトレンドと現況 
 電力分野 

 太陽光発電 

 風力発電 

 小水力発電 

 地熱発電 

 バイオマス発電 

 海洋エネルギーによる発電 

 太陽熱発電 

 熱分野 

 太陽熱 

 地熱直接利用および地中熱 

 バイオマス熱利用 

 燃料分野 

 バイオ燃料 

 第4章.長期シナリオ 
 世界の自然エネルギー100%シナリオ 

 日本の自然エネルギー100%コミュニティ 

 第5章.地域別導入状況とポテンシャル 
 地域別の導入状況 

 導入ポテンシャル 

 第6章.提言とまとめ 
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日本国内を中心に自然エネルギー政策に
関する動向や各種データをまとめた白書 

編集・発行：環境エネルギー政策研究所(ISEP) 

2014年3月 発行 
http://www.isep.or.jp/jsr2014  

参考 

コミュニティパワー元年 

https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs2
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs2
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs3
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs3
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs4
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs4
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs5
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs5
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs6
https://sites.google.com/site/jsr2009isep/home/docs6
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